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4. まとめ
1 .課題と背景
Tomoko Ichida 
Tetsuo Ohe 
1980年代終盤から90年代はじめにかけてのバブル経済崩壊、その後に続く長期不況により、都市と
地方の経済的格差が拡大している。そのようななかにあって、人口5-10万人程度の地方中小都市お
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よびその周辺農村は、産業構造の転換(製造業の海外移転)およびサービス経済化、人口減少、モ」
タリゼーションの進展、大規模庖舗の地方進出の4つの要因により、通勤および生活関連サービスの
範囲が拡大、拡散し、生活圏としての一体性を失いつつある。
このような状況の要因はさらに1980年代に遡ることができる。 1982年から90年にかけての政権を
t屋った中曽根内閣は、内需拡大のために規制緩和、民活路線を推進した。新自由主義という点では同
時代の英サッチャー内閣、米レーガン政権と軌をーにする。とくに農業の面では、 1985年9月のプラ
ザ合意による円高の中、農産物の輸入が野菜を中心に拡大し、 1988年の牛肉・オレンジ輸入自由化が
それに拍車をかけることになった。このことは農業労働力のさらなる高齢化、中山間地域の過疎化、
農地の荒廃を招いた。
1980年代の地域経済全般の問題について、たとえば安東 (1986)は、公共事業の拡大と労働集約型
工場の地方進出が非熟練・単純・低賃金労働の雇用が支配する「発展なき成長」を生み出し、かっそ
れが多世代同居世帯や世代間相互扶助、「家族多就業構造Jによって支えられていると分析している。
地方都市の現状とその打開策については、矢作らが金沢市の事例分析を行っている(矢作 (2005)、
矢作・小泉編 (2005))。岡市は歴史的に都市としての文化・経済の集積度が高く、かっ自治体の主導
による大規模庖舗等の立地規制や街並み保全を行ってきたことから、自治体やまちづくり関係者のみ
ならず、広く注目されている O
大型庖舗の地方進出とその影響については、三浦展による一連の著作が挙げられる。とくに三浦
(2004)は、ジャスコをはじめとする大型店舗の地方進出が地元商唐街や地域の共同活動の衰退を招き、
ひいては犯罪を増加させているなど、アノミー(社会的規範の崩壊)の進行を問題視している。
もっとも国レベルでの体制整備も進んできている。国土審議会の計画部会は2006年11月に国土形成
計画の「中間取りまとめ」を発表し、国土形成計画(全国計画)は2008年7月に閣議決定された。こ
のなかで地方中小都市については、「都市機能の無秩序な拡散Jや「中心市街地の空洞化」を問題視し、
解決策として都市機能の集約化(コンパクト・シティ化)を提案している。また、同専門委員会は、
都市圏や生活圏域(人口30万人前後、時間距離で1時間前後の複数の市町村のまとまり)の構想を検
討している。
本稿では、地方都市および周辺農村が生活圏としての一体性を失いかけているという現状認識のも
とに、その一体性の回復や形成のために農村側の視点、農村固有の地域資源の活用がどのように関わ
りうるのかを明らかにしたい。そのために、人口 5~10万人程度の地方中小都市の周辺に位置する農
村における主体的な動きに注目し、現地での事例分析を行う。具体的には、集落または小学校区単位
での交流活動、農産物の直売および地場流通である。
地方都市・農村に関するこれまでの論調が商庖街活性化、街並み保全など、もっぱら都市側に視点
を置いていたのに対し、あえて農村側に視点を置くのは、高齢化、人口減少が都市部以上に進んだ農
村部では、農村固有の資源を用いた活動、年齢や家族構成に応じた多様な働き方が都市部以上に見ら
れ、それらを描出すること自体に意義があると考えたからである。
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以下、本稿の構成を示すと、 r2.r国土形成計画」に見る地方中小都市および周辺農村の視点」で
は、本研究の起点となった国土形成計画「中間とりまとめJを取り上げ、農村側に視点を置く意義に
ついて述べる。 r3.事例分析および結果」では、栃木県芳賀郡茂木町およひ守群馬県甘楽富岡地域(富
岡市および甘楽郡)で行った現地事例分析とその結果を示す。最後に r4.まとめ」として冒頭の課
題に即して結論を述べる o
2. r国土形成計画」に見る地方中小都市および周辺農村の視点
(1)全国総合開発計画(全総)から国土形成計画へ
全国総合開発計画(全総)の発端は、戦後復興の中で作られた国土総合開発法 (1950年)に遡るO
全総は1960年代から90年代にかけて国土利用開発の中長期計画および関連した公共事業として行われ
てきた。そして、ー全総(全国総合開発計画)から回全総の途中までは自民党単独政権によって実施、
存続され、産業立地、住宅整備、交通網整備、電源開発など日本の高度成長を牽引してきた。一方で、
水俣病に代表される公害問題、大都市圏の過密化、地方の過疎化なども引き起こしてきた。
1995年の阪神淡路大震災、それ以前から始まっていたパブワレ崩壊、人口減少社会への移行と相まっ
て、あるべき国土像にも変化が現れた。すなわち、それまでの経済効率に対し、安全性や快適性、景
観の美しさ、自然との共生などの価値が見直されるとともに、固から県、市町村へと、上意下達によ
り全国一律の「開発」を行う全総の考え方そのものへの疑問が確かなものとなった。
1998年の「全国総合開発計画・21世紀の国土のグランドデザ、イン一地域の自立と美しい国土の創造」
では、 4全総までの「全国総合開発計画」とは考え方が根本的に異なることから、「第五次」の名称は
用いられていない。そして、多軸型国土構造の形成、多自然居住地域、大都市のリノベーシヨン
(renovation ==修復・刷新)、地域連携軸、広域国際交流圏などをキーワードに、それまでの中央集権的
な政策手法に代わり、地方分権的、かっ各地域が独自性を発揮する政策の具体化が関われることとなっ
た。
2005年7月、戦後以来の「国土総合開発法」の抜本的改正が行われ、それまでの開発中心からの転
換がなされることになった。そして同年12月、固と地方の協働によるビジョンづくり、計画への多様
な主体の参画、国土計画体系の簡素化と一体化を概要とする「国土形成計画法」施行に結実するので
ある。
(2)国土形成計画のポイント
国土形成計画法施行を受け、国土形成計画の審議は国土審議会、計画部会、さらに5つの分野の専
l 事例分析のうち、 3.(2)については一部、瀬戸啓太郎氏(明治農学部農学研究科農業経済学専攻博士前期課程2011年
度修了)の現地調査、情報収集に基づく。
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門委員会という 3層に分かれて行われた。その中間段階に位置する計画部会は2006年11月に「中間と
りまとめ」を発表し、大きな柱として「人口減少が国の衰退につながらない国土づくり」、「東アジア
の中での各地域の独自性の発揮」、「地域づくりに向けた地域力の結集」、「多様で自立的な広域ブロッ
クからなる国土(人々の圏域意識の拡大)Jの4つを示した。
これら 4つの目標ないし課題は、別途、示される 3つの分野、 5ヲの課題にそれぞれ対応している O
たとえば「人口減少jおよび「東アジア」については「グローパル化や人口減少に対応する国土の形
成」の分野が該当し、さらにそのなかで「シームレスアジアの実現J(ネットワーク型の産業構造下に
おける我が国産業の強化、日帰り観光を含む交流・連携の推進)、「持続可能な地域の形成J(持続可能
で暮らしやすい都市圏の形成、市町村を越えた広域的な対応)などの具体的な課題が示されている。
これらの課題は、現在の日本の地方の現状に照らしてどの程度、実現性があるのか。そもそも国土
や国全体の計画と、個々の集落や自治体が取り組むべき課題の聞に現段階でギャップがあるのは当然
であろう。全総のように固から県、市町村へという上意下達の仕組みをとるのであればともかく、独
自に将来像を描き、目標をたて、行動計画をつくるには余程自覚的でなければなるまい。また、いう
までもなく財政面での裏付けも必要である。
以下では、本稿が主題とする地方中小都市とその周辺農村の視点から、「中間とりまとめ」を読んで
みることにする。
(3)地方中小都市および周辺農村の位置づけと現状
「中間とりまとめ」文中で「都市」を検索すると104ヶ所ヒットするのに対し、「農村jは1ヶ所、「農
山漁村jは17ヶ所と、だいぶ位置づけが異なることがわかる。だからといって農村が軽視されている
といえば言い過ぎになるだろうが、少なくとも今後の農村の維持や農地の利用が、あくまでも都市や
都市住民との関わりの中で考えられていることは確かであろう。それは、「国土の国民的経営J(第3
章 (4))という言葉にも現れている。
さて、ここで取り上げる地方中小都市については、「第3章 (2)①持続可能で暮らしやすい都市圏
の形成」のなかで、以下のように言及されている。
我が国では、モータリゼーシヨンの進展等による生活様式や産業構造の変化等を背景として、住民
の生活行動や企業の活動が広域化し、拠点性を有する都市と当該都市に依存している周辺の農山漁村
を含めた地域が一体となった都市圏の形成が進行してきた。その過程で都市機能が無秩序に拡散する
とともに、歴史に育まれたストックである中心市街地の多くで空洞化が深刻化している 2
国土利用を効率的に行うためには、高齢者等の都市機能へのアクセシピリティ確保や CO2排出量
2 国土審議会計画部会「計画部会中開とりまとめJ(2006年11月)、 p.13。下線部は筆者による。以下同じ。
-4-
明治大学社会科学研究所紀要
削減などの観点、からも、無秩序な拡散型から暮らしやすい集約型へと都市構造を転換することが望ま
しい。すでに豪雪地帯においては、除雪に係る労力や費用の面から集約型都市構造を進める動きも見
られる。(中略)(さらに、)郊外部における都市開発の抑制や都市部における低未利用地の有効利用の
推進に加え、市街地の縮退への対応と自然・田園環境再生など、都市と相互補完的な関係にある都市
周辺の農村も含めた広域的な土地利用のあり方について検討していく必要がある 30
都市交通は市街地の構造や土地利用と相互に密接に関係していることから、将来都市像とその実現
に必要な都市交通施策の一体的な検討を進めることが必要であるが、特に、安定的な運営が困難とな
りつつある地方都市及ぴこれら都市聞を含む地域の公共交通体系については、高齢者等の生活の足の
確保という観点からもそのあり方についての検討を深めていくことが必要である 40
「都市機能の無秩序な拡散」、それと裏腹の「中心市街地の空洞化」、さらに公共交通機関の撤退によ
る「交通弱者Jの出現と増加は、地方都市がとくにバブル経済崩壊以降かかえる問題としてしばしば
指摘されるところである。そして、それらの問題への対処策としてここで挙げられているものは、い
くつかの自治体によってすでに行われている。たとえば「集約型構造J(コンパクト・シティ)として
は、豪雪地に住む高齢者の駅前高層住宅への移住促進(青森市、盛岡市、長野県飯田市)が該当する。
「郊外部の都市開発抑制」としては福島県等での大型庖舗出庖規制があり、青森県、岩手県などでは公
共交通機関に代わる代替パスやタクシーを走らせているO
国土審議会がこのような都市機能の集約化をいっそう進めようとする背景には、実際、地方でもと
くに新幹線沿い、高速道路沿いの都市では人口が増加し、将来的にも増加が見込まれており 5、費用対
効果の点からも合理的であるからであろう。
だが、地方都市やその周辺農村の将来は次のような現状からすると必ずしも明るいものでない。第
一に、バブル経済崩壊以降、経済のグローパル化のなかで大企業の下請け部門を含め、従来、地方の
経済を支えていた基幹的な産業、とくに製造業が、海外移転と安い外国人労働力の流入によって、賃
金カット、人員削減、倒産・廃業に追い込まれている。 NHKrワーキングプアIUで取り上げられた
岐阜市(人口40万人)の繊維業界などはその典型例であろう。
第二に、グローパル化と同時に進行しているサービス化の影響である。経済のサービス化は女性の
労働力化とともに低賃金・不安定雇用の非正規社員の増加をもたらした。前述の『ワーキングプアI.J
では、福島市 (29万人)で、昼間は建築会社、夜は弁当会社にいずれも事務職パートとして毎日勤め、
月17万円程度の収入で子供二人を育てる母親を取材している。こうした地方都市の低所得世帯は、大
3 上掲、 pp.13-140 
4 上掲、 p.14。
5 農業農村整備と地域経済の振興に関する検討委員会・(財)日本水土総合研究所 (2006、7-10)。なお、ここでの人口
推計は、 1kn!メッシュ毎の1995~2000年のコーホート別人口増減数をもとに、その傾向が2000~2050年に同じように
続くという仮定のもとに行われている。
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都市圏より雇用機会が少ないなかで条件の悪い職に甘んじなければならず、しかも小泉政権下の構造
改革により、母子手当等の福祉も削減されるというこ重の打撃を受けている。
第三に、 1989~90年の日米構造協議以降の一連の規制緩和により、大型ショッピングセンター (SC)
が地方中小都市やその周辺の農村部にも進出するようになり、住民の雇用、消費生活など、ライフス
タイル全般に大きな影響を与えている。
この点について、たとえば三浦展 (2004)は、ジャスコをはじめとする大型scが1990年以降、地方、
とくに農村部での安い地価、兼業化による生活時間のずれ、地域内・世代聞の相互扶助の衰退、モー
タリゼーションの進展に狙いをつけて進出した結果、地元商庖街や農業をさらに弱体化させ、かつ、
大型sc内外のファストフード庖、紳士服等の量販庖が「日本中どこに狩っても同じ」景観(ファスト
風土)を作ってしまったと告発する。
大型scが地方都市のアノミー(社会的規範が崩壊した状態)的状態を生み出しているという議論
はやや乱暴かもしれない。また、最近では大型sc内に地元商庖街のテナントが併設されていたり、
逆に商庖衝に大型庖舗が進出したりするなど、共存への動きがあることにも目を向けるべきだろう。
だが、すでにグローパル化により画一化されつつあった地方固有の文化、食べ物から景観までが、
大型scの進出によってさらに画一化しているのは確かで、ある。地方都市や周辺農村の問題は、人口
増加や経済格差是正だけでは解決できない、より内在的、心理的な要素を含んでいる。
(4)近くにある「普通の農村」への関心
楠本 (2006)が指摘するように、概して都市近郊にあり、兼業先に恵まれている「普通の農村」ほ
ど、生活の利便性を求めるあまり豊かな自然や美しい景観に鈍感になり、ますます魅力に乏しくなっ
ている。
言うまでもないが、戦後、日本の農村景観を大きく変えてきたのは農地の減少である。農地面積は
1961年から2009年にかけて609万haから461万haと、実に150万haも減少している。減少理由として
かつては「宅地などの非農業用への転用Jが「耕作放棄Jを上回っていたが、 2000年以降は「耕作放
棄」が上回る傾向にある 6。耕作放棄地は中山間地域だけでなく都市的地域でも増えている。
現在の日本において、地方都市とその周辺農村が「相互補完的な関保」であるためには、商庖街活
性化などの都市機能の再生とともに、農村が本来、備えている豊かな自然や多面的機能に住民自身が
関心を持つ必要がある。そのためには、住民自らが耕作放棄地などの「資源」の存在に気づき、その
活用方法を考えていくことから始め、それを行政などの関係機関が支援することが重要ではないかと
考えるO
6 平成21年耕地面積統計によると、農地の減少理由として「耕作放棄」によるものの割合が約51%、農地転用によるも
のの割合カ~48% となっている。農林水産省「かけがえのない農地を守るために一耕作放棄地対策推進の手引き一(平
成22年3月)J p.2http://www.ma妊.go .jp/ j /nousin/tikei/houkiti/pdf/tebikiOl. pdf (2012年5月5日アクセス)を参
日召。
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3.事例分析および結果
(1)事例地域の概要
事例分析の対象として選定したのは、栃木県芳賀郡茂木町と群馬県甘楽富岡地域(富岡市および甘
楽郡)である。前者は栃木県の県庁所在地かつ地方中核都市である字都宮市(人口51万人)から約
30km、真岡市 (8万人)から24kmほどの距離にあり、後者は地方中核都市である高崎市 (37万人)
から20km、富岡市 (53.∞0人)からlOkmほどの距離に位置する。また、いずれも農村特有の様々な
地域資源を用いた活動を積極的に行っていることから選定した。
まず、茂木町は栃木県の東南部、東京からは100kmほどの距離にあり、人口15.0∞人弱、林野率6
割以上の中山間地域である。同町では1980年代までは葉タバコ、コンニヤクの生産がさかんだ、ったが、
いずれも外国産に押され、現在ではコメと野菜類、兼業収入で生活する農家が圧倒的多数を占めてい
る。その一方で、生ゴミ、牛糞、落ち葉、オガコなど、町内の有機資源を活用した堆肥製造施設(美
土里館)や、町有林を用いた茂木中学校の改築の成功により全国的に注目されている。また、集落や
小学校区単位で耕作放棄地を活用し、棚田オーナー制度、観光農園 (ブルーペリー)、農村レストラン
(蕎麦屋)など、都市住民との交流を町役場と地元住民との協力によ り積極的に行っている。さらに、
1997年にホンダが開業したツインリンクもてぎは圏内有数のサーキット場として知られ、レース開催
時には多くの観客が訪れる。首都圏からの日帰りも容易であることも手伝い、年間交流人口は250万
人にものぼる 7
図1 茂木町の位置図 図2 富岡市および甘楽郡の位置図
7 rオーナー制度で都市農村交流(栃木県茂木町)J、総務省 『地域カの創造・地方の再生 平成20年度優良事例集lを
参照。 (http://warp. ndl. go. jp/info:ndljp/pid/1052035/www.soumu.go.jp/main_sosiki/jichLgyousei/ c -gyousei/jir-
eL h 20. htm!) (2012年5月5日アクセス)
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一方、群馬県甘楽富岡地域は、群馬県の南西部に位置し、西に妙義荒船佐久固定公園の山々と、南
に秩父連峰を背にした稲含山と御荷鉾山が連なり、中央を東に向かつて鏑川が流れる中山間地帯に位
置している。気候は比較的温暖であり、年聞を通して気象災害が少なく、恵まれた自然環境下にある。
当地域は富岡市及び甘楽郡(甘楽町、妙義町、下仁田町、南牧村)の1市3町1村で構成され、その
面積の7割以上は山林が占める中山間地域である。また、 ]A甘楽富岡が中心となって、直売所、イン
ショップなど、農産物の多様な販路開拓を行っている。
(2)茂木町の事例分析:集落または小学校区単位での交流活動
1)はじめに
中山間農業地域は国土面積の65%、耕地面積の43%、総農家数の43%業産出額の39%、そして農業
集落数の52%を占め(いずれも2005年農林業センサス)、農業において決して侮れない位置にあるにも
かかわらず、高齢化、人口減少が進み、耕作放棄地も依然、増え続けている。
1990年代の初め、すなわち「平成の大合併」以前の市町村を単位として地域の農業のタイプが4つ
に分けられた。その一つが中山間農業地域である。主として土地利用状況に基づく分類であり、中山
間地域の中でも山間農業地域は林野率80%以上であり、かつ耕地率10%未満という、農業生産をする
上できわめて不利な条件下にある。
さて、ここで分析の対象とする栃木県芳賀郡茂木町は林野率64%と、山間農業地域にこそならない
が、中間農業地域という、大規模で効率的な農業をするのには適していない地域分類に含まれる。同
町は昭和30年代までは葉タバコの生産地として栄え、人口も一時、現在の2倍の約30.000人を数えて
いたが、次第に減少し、 1970年には過疎地域対策等緊急措置法の過疎地域の指定を受け、以後、過疎
債や国庫補助の上乗せ等の優遇により、町道や福祉厚生施設・公民館の整備、企業誘致を行ってきた。
また、葉タバコに代わる作物としてこんにゃくやしいたけの栽培が奨励されてきたが、それも近年で
は輸入品に押され、低迷している。
こうした中で町は1996年、補助事業を受けて「道の駅もてぎ」を開屈した。県内第一号の道の駅で
あり、現在なお年間約6億円の売上を誇る。「道の駅jは真岡銭道沿線に位置し、とくに日曜日には
SL 列車の見物客が大勢訪れ、平日も新鮮な野菜を目当てに買い物客で賑わっている。観光客の集客
のみならず、地域資源を利用して商品化した製品の販売、野菜の直売を通じて、町内の農家や集落と
の連携という機能も果たしている。
さらに2000年には中山間地域等直接支払制度を導入し、全108集落のうち86の集落で集落協定を締
結した。この直接支払制度の導入が一つの契機となり、後述するように集落または小学校区の範囲で
それぞれの地域資源を活かした交流活動やビジネスが手掛けられるようになった。役場の農林課職員
がそれぞれ担当集落をもち、月に一度の定例会はもちろんのこと、土日も足繁く通うことによって住
民と密に接触し、アイデアを引き出し、財政面でも支援するという積極的な働きかけが功を奏してい
る。町の担当者は、このような集落、地区ごとの活動を「地域づくりのデパートメント化」、あるいは
。 。
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「コミュニティビジネス」と称している 8。以下では、様々な交流活動やビジネスの背景、経緯、内容
と、活動の範囲(どの範囲の住民が参加しているか)との関連を、事例に則して分析していくことに
するO
2)茂木町の社会経済的特質
茂木町の人口は2010年時点で15，023人であり、 1960年と比較してほぼ半減している(表1)。高齢化
率はすでに2005年の時点で30%を超えている。同じ芳賀郡の他町村(芳賀町、市貝町、益子町)では
20%前後で推移しているのと比べて、茂木町の高齢化の進行度合いがうかがえる。
次に産業構造を見ると、2005年の時点で第一次産業就業者数が1，440人、全体の約17%を占めている。
1960年以降、農業の割合は大きく減少し、第二次産業や第三次産業の伸びが著しい(表2)。これには
江戸時代から続いていた葉たばこ産業の衰退、町に誘致された製造業部門への労働力流出が関係して
いる。高度経済成長期を過ぎると、町からは企業の撤退が進み、現在では農家の兼業を含め宇都宮市
や芳賀町の自動車関連部門に通勤する人が多い。
次に農業構造について見ていく。まず、現在の茂木町の主要農産物は米である。高度成長期以降に
奨励されたこんにゃく、しいたけ等の栽培も盛んである。その他、いちごやゆず、そば等と多品目に
わたって生産されており、これらは「道の駅もてぎ」の集客に大きく貢献している。
だが、担い手の高齢化、減少は進む一方で、ある。特に60年代から70年代にかけて専業農家が著しく
表1 茂木町の人口、世帯数の推移
)内は%
年 総人口 65歳以上人口 高齢化率 総戸数
1960 26.786 2，143 8.00% 5.238 
(100.0) (100.0) (100.0) 
1965 24.106 2，314 9.60% 5.059 
1970 21，978 2.527 11.50% 5.030 
1975 20，810 2，756 13.20% 5.007 
1980 20，051 3，083 15.40% 4.944 
1985 19，656 3.312 16.80% 4.922 
1990 18，934 3.794 20.00% 4.903 
1995 18，532 4.453 24.00% 5.131 
2000 17，466 4，871 27.90% 5，036 
2005 16.403 4，991(232.9) 30.40% 4.956 
2010 15.023 4，792 
(56.1) (91.5) 
資料，総務省統計局『国勢調査』。
8 山田呉ー「栃木県茂木町からの新たな挑戦~エコ&コミュニティビジネスJr農業j2010年2月号 (No.1530)、大日
本農会、 2010年、 pp.41-46。
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減少し、第二種専業農家が増加している(表3)。主要産物で、あった葉たばこが機械化から立ち後れ、
そこに外国産の輸入、工業部門への労働力流出が追い打ちをかけたのである。
さらに経営耕地面積の推移をみると、表4に示すように農地の減少とともに耕作放棄地の増加が目
立つ。これは主として前述の葉たばこ産業の衰退、農家の高齢化や離農、さらにコメの生産調整によ
るものである。
表2 産業別就業者数の推移
年 第一次産業 第二次産業 第三次産業
1960 8.867 1.400 2.982 
1965 7.205 l.847 2.979 
1970 5.859 3.264 2.976 
1975 4.314 3.863 3.316 
1980 3.787 4.306 3.414 
1985 3.074 4.370 3.482 
1990 2.408 4.226 3.798 
1995 2.046 4.076 4.160 
2005 1.440 2.981 4.183 
資料茂木町史編さん委員会編『茂木町史~ 1995年ほかより作
成。
表3 農家数の推移
)内は%
総農家数
年 総人口
総数 専業農家
兼業農家
総数 第一種 第二種
1960 26.786 3.222 1.624 2.408 1.097 501 
(100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) 
1965 24.106 3.101 992 2.109 l.333 776 
1970 21.978 2.977 539 2.438 l.406 l.032 
1975 20.810 2.817 285 2.532 897 l.635 
1980 20.051 2.700 289 2.411 636 1.775 
1985 19.656 2.600 266 2.334 491 1.843 
1990 18.934 2.409 251 2，158 248 1.910 
1995 18.532 2.229 258 1.971 124 l.847 
2000 17.466 2.058 203 1.289 l38 1.151 
2005 16.403 l.232 210 1.022 123 899 
(6l.2) (38.2) (12.9) (42.4) (11.2) (101.8) 
2010 15.174 
(56.1) 
資料‘表2に同じ。
????
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表4 経営耕地面積の推移
(単位:ha) 
年
経営耕地
耕作放棄地
合計 田 f田 樹園地
1985 2，260 1，160 1，022 77 123 
1990 1，979 1，027 902 50 302 
1995 1.738 963 738 37 402 
2000 1.485 892 565 28 514 
2005 1.175 744 411 20 480 
資料・ 2005年農林業センサス。
3)集落の歴史的経緯
集落単位の交流活動の内容に入る前に、現在、活動の単位となっている集落
の歴史的経緯に若干、触れておこう。茂木町はこれまで明治の大合併(明治22
年)と、昭和の大合併 (1954年)と 2回の合併を経ている。明治の大合併では、
約40の藩政村が1町3村にまとまった。昭和の大合併では 1町3村がまとま
り、現在の茂木町となった(図3)。
現在、茂木町には108の集落があり、「集落=大字」と「複数集落=大字」の2
タイプに分けられる。さらにその大字の起源は、藩政村まで遡るものと、大正
期の行政区整備を基礎とするものに分けられるO 集落のうち農林業センサスで 図3 旧1町3村の
いう農業集落は86あり、これら農業集落が行っている様々な交流活動は、単独 位置
または複数集落にまたがる場合と両方ある。
4)各地区(1日 1町3村)の特徴
茂木町の旧1町3村にはそれぞれ地形の特徴がある。大きくは急傾斜の多い北部(須藤、中川l)、 f頃
きかがわ
斜は多いが平地が広がる中心部(茂木)、比較的平地の広がる南部(逆)11)の3つの地区に分かれる。
農林業センサスの集落カードを手がかりに各地区の特徴を見ると、総戸数、農家戸数には大きな違
いが見られない(表5)。だが、農業人口の高齢化率は山聞の北部の方が高く、逆に平坦な南部、とく
に逆川地区で、は水田面積、農家人口、ー集落当たりの平均人口いずれも北部を大きく上回っているこ
とがわかる O 町役場が独自に2010年に行ったアンケート調査によれば、「今後何年間、農業を続けたい
ですか」という質問に対し、どの地区でも110年以内」という回答が4割程度を占め最も多かったが、15
年以内」は北部の方で、逆に 120年以内」は南部の逆川地区で多い傾向にある(表6)。このことから
も北部は農業を続ける上で困難な状況にあることがうかがえる。
一方で、再び表5によれば、「コミュニティビジネスに位置づけられる活動」の数はむしろ北部の方
が上回っている点が注目される。町役場の担当者によると、これは北部地区の危機意識によるもので
あるに
????
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表5 各地区(/日1町3村)の概況
南部~中心部
逆m地区 [ 茂木地区
(全20集落全16集落)
北部
須藤地区 ! 中JIf地区
(全24集落全25集落)
総戸数 961 I 751 I 621 I 829 
1集落あたりの平均戸数 48.05I 46.9 I 28.03 I 
農業人口に占める65歳以
上の割合(%) 29.6 32.3 33.7 35.1 
農家人口 1 . 9841 930 1 1.158 1 1146 
1集落あたり平均農家人口 99.21 58.1 1 48.251 44.1 
一一一旦何苧必------1一一一一一一一号J恒j一一一 ー 堕ー:塑l一一一一一一一芳♂則一一一 10.竺-
1集落あたり平均面積
コミュニティビジネスに
位置づけられる活動の数
孟長丙蚕一一 -f:属産扇孟孟房一-f:-嘉玩乙天下7/γ;五二子二自量、 1二一良元下支同下一
-農村レストラン I.直売所 I .体験型農園 I .オーナー制
-販売・加工
3 4 4 7 
資料:2005年農林業センサス。
表6 各地区における農業継続の見通し
今後、あなたのご家庭では何年ぐらい農業を続けたいと思いますか?
合計 すぐやめる 5年くらい 10年くらい 20年以上 その他 無回答(構成比)
南部 茂木 152 
6 29 70 24 1 12 
(100.0) (3.9) (19.1) (46.1) (15.8) (7.2) (7.9) 
d部中L、 逆 209 4 35 79 47 24 20 
JI (100.0) (1.9) (16.7) (37.8) (22.5) (11.5) (9.6) 
j中1 
102 4 27 43 16 6 6 
北 (100.0) (4.0) (26.5) (42.1) (15.7) (6.0) (6.0) 
音日
須藤 133 7 27 56 16 16 11 
(100.0) (5.3) (20.3) (42.1) (12.0) (12.0) (8.3) 
全体 596(100.0) 21(3.5) 118(19.8) 248(41.6) 103(17.3) 57(9.6) 56(9.4) 
資料.茂木町役場「茂木町の将来の農業に関するアンケート調査J(2010年実施)結呆。
5)交流活動の経緯と内容
以下では活動の経緯、内容と、活動の範囲(どの範囲の住民が参加しているか)との関連を、事例
に則して述べることにする。
北部の交流活動
旧中川村および旧須藤村は町の北部に位置し、茂木駅(真岡畿道)や役場のある中心部からは車で
9 上掲山田(2010，p .45)。
ヮ ??』?
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15~20分かかる距離にある。緩・急、傾斜の多い地形である。葉タバコ生産が盛んであったが、高度経
済成長期以降、衰退し、昭和末期にほぼ壊滅した。水田よりも畑作に依存していたため、その打撃は
大きく、離農と耕作放棄地の増大がとくに著しい。
一方で、地域資源を活用した交流活動が盛んである o その先駆けとなったのが山内地区の元古沢集
落による「ゆずの木のオーナー制jである。茂木町が過疎対策に取組む中、元古沢集落では1985年に町
内初の地域活性化を目的とした組織「八溝ゆず生産組合Jが結成された。この組織の中心となって動い
たのは、現在、国土交通省の観光カリスマに認定されているT氏である。T氏はもともと(株)本田技
研工業の営業マンであり、優秀な営業成績をおさめたことから鈴鹿サーキットで表彰されたこともあ
る。自ら約20年のサラリーマン生活に終止符を打ち、 1980年、故郷の山内元古沢に有限会社を設立し
た。つまりはUターン者である。 T氏はその後、衰退する集落の復興を目指し、集落の15名の仲間と
ともに「八溝ゆず生産組合」を立ち上げ、 1993年にゆずの木l本l万円のオーナー制を開始させた。
現在、ゆずの木は7，000本を超え、会員は延べl万人を上回るようになったoNHKr昼時にっぽん列
島J、「たけしの TVタックル」等、メディアでも取り上げられた。
町役場も注目し、 T氏を町の活性化対策検討委員に迎え、「ゆずの里」をモデルに地域資源を活用し
た交流活動もしくはビジネスを集落毎に考案、企画していく 。
1998年には、同じ旧中川村の牧野(まぎの)で同地区のUターン者I氏がそばのオーナー制をスター
トさせ、さらに2003年には I氏の妻が庖主となってそばレストラン「まぎの」を閉店した。「まぎの」
では、退職者や高齢者である「そばうち名人」を講師としてそばうち体験講習も行い、年間45，000人
の来客数、年間売上4，000万円と、好評を博している。 I氏の妻が会社員の経験をもち、事務処理能力
に長けていること、内装やメニューに都会的なセンスが活かされていることが大きい。
さらに、旧中川村の最北部、山間にある入郷石畑(いりごういしばたけ)集落では棚田オーナー制
が行われている。同集落の棚田は2.4haほどあり、傾斜地に187枚の小さな区画が連なっている(写真
1を参照)。その規模の大きさと見事な景観から、 1999年には「日本の棚田百選」に選定され、 2000年
からは中山間地域等直接支払の集落協定を締結
するなど、むらを挙げて棚田を守ってきたが、
高齢化は進む一方だ、った。そこで集落協定締結
と同時に入郷地区の農家7戸が入郷棚田保全協
議会を立ち上げ、都会の人たちが田んぼの作業
に参加してもらうように「棚田オーナー制Jを
仕組んだ、。 2002年には棚田オーナーの受け入れ
とともに酒米「五百万石」の作付けを開始、翌
2003年には日本酒「棚田の雫」、「もてぎ棚田の
お米」の道の駅での販売など、順調に活動を続
けている10。棚田オーナーの会員は現在70名程写真1 入郷石畑の棚田
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度であり、宇都宮市などの栃木県内はもとより、東京方面の人もいる。オーナーになると個人あるい
は家族、友達、同僚のグループで年会費30.000円を払い、約100平米の区画で「くろ掛け」、田植え、
稲刈りと一連の農作業が体験でき、収穫した米はすべて持ち帰りができ、季節に応じてシイタケや野
菜も送ってもらえるなどの特典もある。
その他、北部には烏合田(うごうだ)集落の梅の木オーナー制、竹原集落の「かぐや姫の郷」など、
いずれも集落単位の交流活動、ビジネスが展開している。くわしくは表7を参照されたい。
前述のように、北部の各集落では主要産業であった葉たばこ生産が高度経済成長期後に衰退し、そ
の後継作物も輸入品に押されてしまった結果、離農と耕作放棄地の増大が深刻化した。こうした危機
表7 茂木町北部における主な交流活動
ゆずの里 そばの皇まぎの 入郷棚田のオーナー制 棚田の里かぶとオー かぐや姫の郷ナー制
集落の名称と 大学山内の;rG古沢集 大字牧野の牧野東集 入郷石畑集落 大字山内の甲集落 竹原集落
タイプ 落 落、牧野大藤集落 (大字=集落) (大字=複数集落) (大字=集落)
(大字=複数集落) (大字=複数集落)
|日村 旧中川村 旧中川村 旧中川村 旧中川村 旧須藤村
範囲 集落 大字(2集落) 集落 集落 集落
交流活動、ピ 1980年代、山内元古 HlO、牧野地区がふ Hll全国棚田100選を機 -山内地区内の集落 -竹林整備ボラン
ジネスの契機 沢集落で有限会社を るさとルネッサンス に、「栃木県・中山間地域 の取組みに影響を ティア(年20回)
と内容 経営していた I氏が 推進事業の重点地区 農村環境保全基金Jによ 受けて意欲が高ま の受け入れが活
集落の復興を目指 として町から指定を る農地等保全活動推進事 る。のち役場に申 動に発展
し、ゆずの木の栽培 受ける 業の一環として、棚田保 し出て取組みへ 研修は特になし
を始める ※施設は H14中山 会ボランティアの受入れ . Hl7勉強会、ワー -農林水産省:空
問地域総合整備事業 クショップ 家改修事業
(国庫補助事業)によ . Hl8一年間の仮体 -ブルーペリー、
る補助、食材供給施 験 トウモロコシ等
設はHl4ふるさと の収穫体験
ルネッサンス推進事
業(県単補助事業)
地冗参加者 全戸参加 有志のみ(そばレス 9戸(農家7、非農家2) 38戸中32戸 全戸
トラン従業員はお
名)
リーダー Uターン者(本田技 Uターン者とその 地元農家(冗町会議員) 農家兼大工
研の退職者男性・ 70 妻 (60代前半)
代後半)
従業員の収入 理事は固定給制、そ 時給l.000円 -時給1，000円 時給800円程
れ以外は時給制 -年10，000-15，000
※人件費は総収入の 円
うち3割弱
運営資金 中山間地主主等直接支 オーナーによる会費、加 -中山間地域等直払 -農地・水-環境
払制度 工品販売の売上 制度年間約2∞ 保全向上対策
※中山間地域直接払は運 万円 -食育に関する禰
営に利用していない -農地・水・環境保 助金
全向上対策の補助
金ー年間約60万円
課題 レストランの担い手 協議会員の高齢化対策、 オーナーの増加 -販路の確保
確保 担い手の確保 ※年々i成少傾向 -冬場の集客
資料:rいいさとさかがわ館視察資料J、『そばの郷まぎの視察資料J、現地でのヒアリング結果により作成。
10 入郷石畑の棚田の現状は「石畑棚田通信Jhttp://www3.tok2.com/home/irigouishihatake/index . html (2012年5月
5日アクセス)で随時、報告されている。
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を何とか打開しようとする地元住民の行動に町役場が機をとらえて呼応し、さらにそれが刺激となっ
て他の集落へ波及していったとみることができょう。
南部(1日逆J1村)の交流活動
旧逆川村は町の南部に位置し、地形的特犠としては比較的イ傾斜が少ない。役場や駅のある町の中心
部との距離は 3~5kmであり、比較的近い。農業については、葉たばこ生産が盛んであった北部とは
異なり、以前より稲作が圧倒的に多かった。葉たばこの作付面積、収穫高ともに町全体の l割弱に過
ぎない。その分、農家数の滅少や耕作放棄は北部よりは手患やかで、あったといえる。
茂木町はこの旧逆川村一帯を2001~201O年の第四次総合計画「茂木町南部文化圏構想」の中で重点
的に取り上げ、「ミニ道の駅」として「いい里さかがわ館」を2008年4月にオープンさせ、深沢地区の
交流活動「深沢パパスの丘」の拠点として用いることにした。この「南部文化圏構想」の背景には、
山聞の北部とは異なり集落を基盤とする自主的な活動が起こらなかったこと、さらにその背景には平
坦であるために中型機械による水田作と兼業という経営スタイルがとりやすく、その分、危機意識に
乏しいことが考えられる。
ここでは小学校区を活動の範囲とするこつの事例をとりあげる。一つは前述の「深沢パパスの正」
であり、現在の逆Jll小学校の小学校区である4つの集落から成る。もともと南部には逆)I1小学校を含
めて4つの小学校があったが、児童数の減少によりまず1987年に深沢小学校、小貫小学校が、さらに
2006年には木幡小学校が廃校となり、逆川小学校がこれら 3校を統合する形となった。「深沢パパス
の丘」協議会を構成する4つの集落は、旧深沢小学校区に含まれる上集落、中集落、旧逆川小学校区
に含まれる下集落、乙集落とから成る。このようなもともとの小学校区の違いが後に活動の展開に影
響することになる O
「深沢パパスの正」協議会は、「茂木町文化圏構想」ゃ「いい里さかがわ館」の案が具体化する中で
2005年、 4集落の約70世帯により発足した。この協議会発足には町の第四次総合計画の委員(役場職
員、各集落の代表者)の働きかけが大きかったとされる。協議会は減反により生じた耕作放棄地を都
市住民との交流に活用すべく、ジャガイモの収穫体験イベントやオーナー制を仕掛ける11。後にトウ
モロコシの収穫体験も開催し、土日や休日を中心に遠方からも人が訪れるようになった。
「深沢パパスの丘」は残念ながら2010年以降、活動を停止している。この要因にはいくつか考えられ
るが、小学校の統廃合もあってメンバーの居住範囲が南北に 7~8kmも離れ、生活圏も異なることか
ら、会合やイベントへの参加者が偏ってしまったこと、平日に活動できる少数の専業農家に負担がか
かり、多数を占める兼業農家との聞に亀裂が生じたこと、活動内容が次第にマンネリ化していったこ
とが挙げられる O さらに、もともとの小学校区の違いがある O 旧深沢小学校区に含まれる上集落、中
集落では元来、老人クラブヤ若妻会、子供会の活動が盛んで、あったのに対し、旧逆JI小学校区に含ま
1 rパパス」はスペイン誇でジャガ、イモを意味する。
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れる下集落、乙集落ではさほど盛んではなかった。盛んで、なかった方の逆JI小学校区に深沢小学校区
が統合される形となったため、旧深沢小学校区の活動も停滞、もしくは解散を余儀なくされてしまっ
た。また、そのことにより、旧逆川小学校区の2集落に対して旧深沢小学校区の2集落のメンバーが
不満を募らせることになった。
もう一つの活動事例は、旧木幡小学校区の4集落、すなわち天子(甲、乙)、北高岡(甲、乙)、木
幡、小山で構成される「たかばたけグリーンツーリズム協議会」である。この4集落の範囲は高畠(た
かばたけ)地区とも呼ばれる。旧逆川村および現逆JI小学校区の北部に位置する。町の中心部や幹線
道路に近いこともあり、世帯数は1980年から2010年にかけて256世帯から334世帯へと増加している。
同期間、人口は1.227人から1.054人へと減少しているものの、茂木町全体の減り方に比べれば緩やか
である120
高畠地区を南北に流れる逆川付近には平坦な水田が広がり、イチゴのハウスなどもあるが、少し奥
まった所には棚田があり、耕作放棄地が目立つ。兼業農家が大半を占め、住民同士が集まる機会が少
なくなる中、 2006年3月の木幡小学校閉校と、その跡地利用を契機に「たかばたけグリーンツーリズ
ム協議会jが発足した。 2∞9年8月のことである。同協議会は旧木幡小学校の校舎で各種のイベント
を運営する NPO法人「昭和ふるさと村Jを事務局とし、 4集落の代表、農家、陶芸家など13名と行政
関係者3名から構成される。発足以降、表8に示すように旧木幡小学校(昭和ふるさと村)を会場と
する様々な体験教室、交流活動とともに、東京や横浜の小学生の民泊の受け入れ、宇都宮大学や明治
大学の農村調査実習に協力している130
写真2 旧木幡小学校の校舎
12茂木町役場による。
ここで、旧木幡小学校の跡地利用について触
れておきたい。旧木幡小学校跡地に建てられた
宿泊・飲食施設NAGOMIは(株)サンタヒル
ズが運営している。そして、木造校舎の教室を
会場として開催される交流活動や各種イベント
の運営は、別途、 NPO法人「昭和ふるさと村J
が行っている。NPO法人の前代表S氏は、木
幡小学校が閉校となった2006年、新聞に校舎利
用の広告が出たのを見てすぐに応募したとい
う。当時、すでに知り合いであった現理事長N
氏(東京の民間企業を退職後、茂木に移住しキャ
13 明治大学農学部食料環境政策学科環境社会学研究室のフィールド調査実習では、小山、木幡、天子、北高岡の4つの
集落毎に、住民と役場職員を交えてワークショ ップを行い、地域資源の活用方策について検討を行った。耕作放棄地
における景観作物の植栽、歴史的価値のある寺社をめぐるウォーキングロードの整備、コンニャク等の六次産業化に
よる雇用機会創出、新住民のための住宅整備等、農地利用からビジネス創出に至るまで幅広い提案を行うことができ
た。
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ンプ場を経営)とともに、町外者の参入に難色を示す町役場を一年間近くかけて説得し、都市農村交
流のための施設にするべく改築するための許可を得た。旧木幡小学校を象徴する木造校舎は写真2に
見るように、 1931年に村有林の杉、檎を用いて建てられた趣のある建物であるが、耐震構造等の制限
により、宿泊施設にすることはできなかった。そのため、そのまま交流用の施設とし、音楽室や家庭
科実習室のあった別棟を宿泊施設に改装し、 2009年9月に開業した。工事、費用はすべて自前であり、
国や県の補助は一切受けていない。以来、年間のべ宿泊数は2500、土日のみ営業のレストランの集客
数は300名程度という実績を挙げている。地元産の野菜やコメを使った健康志向のメニュー、昔懐か
しい木造校舎の教室の雰囲気を残していること、つまりは過去と現代をうまくマッチさせていること
が評判を呼ぴ、安定した集客実績につながっている。
6)事例分析のまとめ
以上、中山間農業地域である茂木町では主要生産部門であった葉たばこが1970年代から、コンニヤ
クが90年代からそれぞれ衰退し、その後もコメの生産調整や高齢化により耕作放棄地が増え続けると
いう問題をかかえている。一方で、とくに問題が深刻な町北部では、 2000年の中山間地域直接支払導
入を契機に町役場と地域住民の協力により集落単位で、地域資源を利用した様々な交流活動を企画、
運営し、都会から人を呼び寄せている。そして、北部のような危機意識に乏しかった南部でも2005年
以降、複数の集落、大字から成る小学校区が単位となり、廃校の跡地利用や民泊など、宿泊を伴った
交流活動、グリーンツーリズムを手がけている。中山間の市町村にありがちな補助金やハコモノ行政
表8 たかばたけグリーンツーリズム協議会による交流活動
交流の相手 活動内容
2010年5月29日 とちぎ夢大地応援団ジ‘ユニア(第1回) 茶摘み、こんにゃく玉植え付け
6月17日 宇都宮大学農学部 農村調査ワークショップ、登山道の草刈
8 月 3~4 日 明治大学農学部 集落点検ワークショップ、民泊
9月25日 とちぎ夢大地応援団ジュニア(第2回) 棚田の稲刈り、生き物調査
10月30日 とちぎ夢大地応援団ジュニア(第3回) こんにゃく作り
2011年1月19日 第1回いちごスイーツ作り教室 ロールケーキ作り
2月23日 第2固いちごスイーツ作り教室 ロー ルケー キイ乍り、日百平日ふるさと村‘で実施
3月6日 親子いちごスイーツ作り体験(県内の親子) ロールケーキf午り、 Bi3手口ふるさとキナで実施
5月14日 栃木県経済同友会 田植え
5月28日 お茶作り体験といちご狩りツアー
8 月 3~4 日 明治大学農学部 集落点検ワークショップ、民泊
11月20日 明治大学生明祭出展 野菜、米などの農産物販売
資料:たかばたけグリ}ンツー リズム協議会作成。
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への依存ではなく、農家や住民との話し合いを地道に続け、アイデアややる気を引き出してきた役場
職員の努力が結実しているとみてよい。今後、個々の交流活動やビジネスをうまく連携させ、町全体
としてのイメージづくりを行うことがさらなる交流入口増大、悲願である町人口の増大につながるの
ではないかと考える。
(3)甘楽郡の事例分析 :JA甘楽富岡による直販活動
1)はじめに
1990年代以降、卸売市場を取り巻く環境が大きく変化する中で、主要産地といえども市場出荷以外
の販路開拓を開始せざるを得ない状況にある。とりわけ、中山間地域においては「規模の経済」を十
分に発揮できないだけに多様な販路確保が求められる。
その際に重要となるキーワードが消費者との関係性の構築である。中山間地域などでは大量生産が
可能な主産地以上に商品への付加価値が求められる。たとえば、安心・安全、鮮度、あるいは消費者
のニーズに合った農産物の生産・販売などがその代表的な事例であり、商品のみの販売だけではなく
付加価値やサーピスの提供も重要な要素になってくる。
このような付加価値やサーピスの提供を可能にするのが消費者との関係性である。消費者との情報
の交換によって得られる情報は、商品やサービスの提供に貢献し、これまでの産直に代表される特定
の団体聞の取引に加え、不特定多数を対象とした直売において関係を構築する。
その主体として期待されるのが農協である。信用事業や共済事業に傾斜する農協には営農指導や販
売において多くを期待することは現状では困難ではあるが、生産者団体として工夫次第では直売を含
め多様な販路を開拓することは可能であろう。ただし、消費者との関係性を構築できるような多様な
販路開拓であるだけに、従来の市場出荷の手法とは異なる方法論が求められる。
ここでは、群馬県の ]A甘楽富岡の多様な販路開拓の分析を行う。同農協は、主力商品であったコ
ンニャクと養蚕が輸入自由化等で生産縮小に追い込まれる中で、野菜を柱とした少量多品目戦略に大
きく転換した。同時に、市場出荷から直売所、インショッブ、相対取引等の多様な販路を開拓した。
その結果、後述するように多様な品目の販売が可能になった。その生産・販売戦略は参考になると考
えられる。
まず]A甘楽富岡の販売戦略を整理し、そのうえで直販である直売所、インショップについて詳し
く分析することとする。担当者からの聴き取り調査と生産者と消費者にアンケート調査を実施した。
2) JA甘楽富岡の販売事業
]A甘楽富岡は、平成6年3月に l市1郡内の3町l村の5つの総合農協と一つの専門農協が合併
して設立された、組合員数約14.056名(うち正組合員7.146名)、貯金残高751億円の県下でも有数の大
規模]Aである。
]A甘楽富岡は、主産物であった養蚕とコンニヤクが輸入自由化等により生産縮小に追い込まれる
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中で1990年代、野菜を柱とした少量多品目戦略に大きく転換した。同時に、市場出荷から直売所、イ
ンショップ、総合複合相対取引事業、加工事業、 G)レート事業、ギフト事業、パッケージセンタ一事
業と、多様な販路を開拓していった点が注目される。
一連の多機化の原点となるのは量販庖・生協との総合複合相対取引である。 1969年、現在では主流
となっている生椎茸と他の野菜との抱き合わせ販売を開始した。その後、 1996年に JA甘楽富岡は直
売所「食彩館本j苫Jをオープンした。これは、兼業農家向けに作られた販売ル}トである。さらに、
97年にはJA全農ぐんまの取り組みである rGJレート販売」を開始し、群馬県の統一ブランドとして、
農産物の販売が開始した。 98年には、直売所2号庖である「食彩館もみじ平庖」がオープンし、また
首都圏の量販庖や生協に ]A甘楽富岡の農産物を直接販売する「インショップ事業Jが始まる。 2006
年には直売所3号庖「食彩館下仁田庖」がオーブンし、 JA甘楽富岡の販路はますます多様化してい
る。以下、個別具体的に述べることにする。
直売所事業
食彩館は、 3つの庖舗から構成される。女性や中高年層を対象に兼業農家のためのトレーニングセ
ンターとして位置づけられている。また、食彩館には、多品目少量生産を振興することでコンニャク
や養蚕に依存した農業構造から脱却するとともに、地場消費を掘り起こすという目的もある。消費者
にとっても、地域の新鮮な農産物が安価で入手出来るため、地域のコミュニケーションの場としての
活用も期待されている。
インショップ事業
]A甘楽富岡は、上信越自動車道および関越自動車道経由により東京まで 1時間強という立地条件
を活かし、直売所で販売されている新鮮・安全・安価な農産物を首都圏の量販店に販売している。量
販庖との取引は予約相対取引で行われ、 ]A甘楽富岡が集荷と量販庖への出荷を担当している。量販
庖では、 JA甘楽富岡の農産物販売スペースが設けられており、 JA甘楽富岡ブランドの農産物が首都
圏の消費者に受け入れられている。インショップ事業は、事業開始後、販売を急速に伸ばしており、
庖舗数も千葉・神奈川・埼玉・東京で40庖舗 (2009年時点)に拡大している。
総合複合相対取引事業
総合複合相対取引事業は、卸売市場だけに依存しない、量販庖・生協との直接取引である。椎茸と
他の野菜との抱き合わせ販売から始まり、現在も主流の販売形態である。取引方法は、インショップ
と同様、予約相対取引がとられている。取引相手は、首都圏の大手量販J吾、中堅スーパー、生協であ
る。
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GJレート事業
群馬県内の農協の統一ブランドであり、農産物の中も最高級品を市場で販売するチャネルである。
市場販売であるが、中間の流通業者や量販庖の聞で定量定価の予約相対取引を行っている。主な取扱
商品は、きゅうり・トマト・レタス・チンゲンサイ・キャベツなどである。
3)品目別販売額の推移
JA甘楽富岡の販売額は、 2002年の約99億円をピークに滅少に転じ、 2008年度は85億円に低下して
いる。ただし、ここ数年はやや販売額が回復している(表9)。
品目別に見ると、最も販売額が多いのが野菜で23億円に達している。なかでもキュウリやナスの販
売額が大きい。対照的に、以前当該地域で主要農産物であった繭の販売額が激減している。また、米
麦の販売額のきわめて小さいことも特徴的である O 繭と共に以前当該地域の主力商品であったコン
ニャクについては、最盛期と比較すれば減少しているものの、 2008年度は販売額が回復している点が
注目される。酪農と肉豚生産の販売額が相対的に大きいこと等も特徴としてあげられる O
JA甘楽富岡の特徴は多品目の野菜生産を奨励し、生産された野菜等を多様なルートで販売する点
にある O 直売所やインショップといった直売品の比率も確実に増えており、 2008年度段階では直売全
体で17%弱に達している。総合複合相対取引等の販売額が直売に算入されていないことを考慮すれ
ば、市場出荷比率は80%を大きく下回ると推定される O
表9 JA甘楽富岡の品目別、販売形態別販売額の推移
(単位:1000円)
区分 1995年度 2000年度 2005年度 2006年度 2007年度 2008年度
1.販売総額 A 8，627，195 9，724，845 8，192，656 8，236，761 8，237，058 8.484，179 
(1)野菜 2，045，650 2，640，755 2，276，727 2.431.255 2.282.523 2，331，601 
1 )茄子 208，478 466，913 500，026 552，291 528.414 472.420 
2) きゅうり 563，638 605，321 515.418 568.442 543.790 574.201 
(2)繭 333，877 82，768 47，106 32.454 32.825 27.246 
(3)米麦 122.741 45，024 34，655 42.318 18，219 22.205 
(4)コンニャク 645，047 1.228，875 748，346 655，606 658，172 1，069，581 
(5 )椎茸 2.286.480 1.688，397 1.211，644 1.261.763 1，375，334 1，330，147 
(6)畜産 1，980，897 1.967.414 1，530，652 1.472，551 1，459，796 1，317，709 
1)牛乳 920，033 782，249 606，167 562，055 545，512 545.887 
2)肉豚 813，072 729，525 588，420 578，288 571，187 508，237 
2. 直売品 B 674，176 1.263，713 1.292，745 1.371.685 1，421.320 
直売比率 B/A 6.9 15.4 15.7 16.7 16.8 
資料:JA甘楽富岡の資料(JA甘楽富岡の品目別、販売形態別販売額の推移)より筆者作成。
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4)販路別利益構成
販売の多様化は、市場価格の下落リスクを可能な限り回避するとともに、生産者の利益率の向上を
目指している。そのために、流通業者との直接取引を実施している。図4は、農協共販での農家の利
益と、 JA甘楽富岡の販売事業における農家の利益を表す。消費者に100円の商品が提供される場合、
農家の利益がいくらになるのか示している。
①共選・共販では、小売価格を100円とした場合、小売庖の利益20円と卸売市場の手数料43.3円、それ
に加えて系統出荷と集荷の手数料それぞれl.5円が差しヲlかれ、生産者に支払われるのは33.7円と
なる。
②食彩館の場合、生産者は食彩館へ15円の手数料を払えば、農産物を直接販売出来るので、小売価格
を100円のうち85円が生産者の利益として残る。
③インショップの場合、生産者はJAへの手数料15円と量販庖・生協への手数料27-30円を払うだけ
なので、農家手取りは55-58円となる。
④総合複合相対の場合、集荷に2.5-4.5円、系統出荷に0.5-1円、市場に6.8-8.5円の手数料を払う
が、市場に対する手数料がとても低いため、農家の手取りは56-71円と、共選・共販の倍の金額が
手取りとなる。
画由守
図4 生産者の手取り構成
資料:大嶋佐江子 (2∞15)r消費及び流通構造変容下の農協の販売戦略 ]ーA甘楽富岡の実践の理論化-J、22ページ。
?
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⑤GJレート:総合複合相対とほぼ同じである。
もちろん、卸売市場出荷には農産物を確実に販売できるというメリ ットがある。これに対して、食
彩館の場合、常に売れ残りというリスクを抱えることになる。また、インショップや総合複合相対取
引の場合も、交渉における価格決定に市場価格変動の影響が反映されるし、取引数量も究渉によるの
で農協が希望する数量を確実に販売できるという保証がないというリスクを抱えることになる。しか
しながら、複数の販路を組み合わせることによってそれぞれのデメリ ットを補うことができる。
次に、多様な販路の中でもと くに注目される食彩館とインショップについて事例に則して詳述する。
5)食彩館とインショップの現状及び特徴
食彩館とはJA甘楽富闘が管内に設立した農産物直売所を指し、本庖・もみじ平庖・下仁田庖の3
庖舗から構成される(表10)0 1996年に食彩館本屈が最初に設立され、続いて1998年にもみじ平庖、
2009年3月に下仁田庖が設置された。出荷は地元生産者が担っている。出荷者の条件はJA甘楽富岡
表10 各庖舗の販売状況 (2005年)
本庖 もみじ平庖 下仁田庖
設立年 1996 年 1998 年 2∞9 年3月
JA側の位置づけ スーノfー コンピニ 観光客向け
売り場面積 188ぱ 91 rf 
1日平均来客数 700人 3∞人
平均年間売上 286，979 千円 114.214 千円
平均月間売上 23，915 千円 9，518 千円
客単価 1.139 円 1，058 円
資料:JA甘楽富岡の資料 (通常総会提出議案書)及び聴き取りにより筆者作成。
写真3 食彩館本庖 写真4 生産者の搬入風景
? ?。?
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圃璽園
薗輔 輯輯 瞳瞳 置置自
図5 JA甘楽富岡の直販機構図
資料:r甘楽富岡の概要Jより筆者作成。
<食彩館各応舗の運営委員会>
-人数構成 各17-18名で構成
・集会 年l回総会
-役員の任期 2年
・具体的な仕事内容 総会を開催し、活動・予算報告・次年度の活動-予算案、各種議案の決定
全体研修会を開催し、出荷、農薬適正使用に関する会議
実績報告、今後の活動方針等の話し合い
の組合員であり、その上でそれぞ、れの唐舗の組合に加盟したうえで、初めて出荷が認められる。
本屈はいわゆるスーパーのように、食材として購入する消費者をターゲットにしているため、品ぞ
ろえも豊富で、売り場面積も188rriとある程度の規模がある。一方、もみじ平庖は、「コンビニ」とし
て利用する目的で来庖する消費者が多い。売場面積も91rriと実際のコンビニエンスストアと同等の広
さである。下仁田庖は上信越自動車道沿いにあり、「観光客向けの土産屋」としての機能を持つ。特産
品や土産物が多いのが特徴である。
食彩館の運営全般については、直販センター運営委員会が担当している。そのうえで、具体的な運
営を庖舗別に設けられた運営委員会が担当している。そこには、インショップも含まれ、同じ直販組
織に所属している。直販センター運営委員会の事務局は営農事業本部に設置され、 営農事業本部が食
彩館の日々の運営・管理を担っている。生産者は]A甘楽富岡の組合員になり、次に直販センターで
登録をし、年会費を払って会員になる必要がある。その上で、生産者の管理をそれぞれの庖舗の運営
委員会が行う。
食彩館は3庖舗とも、 同一の営業方法をとっている。表1が示すように、営業時間は AMlO:
OO-PM 6 : 00の8時間で、生産者はAM8 : 00より農産物を搬入する。定休日は毎週火曜日で、盆
や年始などにも例外的に休業している。また、取り扱っている商品のほとんとなは地元生産者が作った
農産物やコンニャク、漬物などの加工品である。米も売られているが、管内では米の生産はほとんど
行われていないため、米に限っては他の地域から仕入れている。
生産者は農産物の価格を自ら設定し、自分の名前が記入されたバーコードを農産物のパッケージに
貼り付ける。そして、そのパ}コードをPOSレジが読み取ることで生産者や農産物、精算管理を行っ
ている。精算日程は、毎週水曜日締めの、木曜日;精算で、金曜日に生産者の指定した口座へ精算額が
入金される。販売高から ]Aの委託手数料として14.5%が引かれた残りが生産者に入金される。ま
???
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表1 食彩館3庖舗の営業状況
営業時間 AM10 : 00 -PM6 : 00 生産者搬入はAM8: 00より随時
定休日 毎週火曜日 盆.1月1日-3日
取扱商品 地元生産物・加工品・特産物・庖舗精米・各種食材納品(老人ホーム・病院
等)の取扱 (農産物と加工品の割合は7・3)
販売システム 直売品においては委託販売
売れ残りは関庖後出荷者による引き取り
価格は個人設定→バーコードを貼付
POS レジ、を通った商品のみ精算対象
毎週水曜日締め、木曜日精算、金曜日入金
手数料 ]A 14.5 %販売促進費 0.5% 農産物安全生産基金(期間限定)0.5 % 
計 15.5% 
従業員 正社員4名 ノTート 7名 契約社員 l名 (3庖舗合計)
運営 庖舗ごとに設立された運営委員会が中心
出荷可能人数 Max約500名→平均100-200名/日
L一一一ー
資料:聴き取り (2∞9年9月3日、 ]A甘楽富岡営農部にて食彩館庖長)により筆者作成。
た、売れなければ生産者が再度回収しに来なければならない。こうすることで、常に新鮮な農産物が
提供できるだけでなく、生産者の生産・販売意欲を引き出している。
甘楽富岡は地域、季節ごとに様々な句の野菜が楽しめる。これは、食彩館にも言えることで、シー
ズンごとに豊富なバリエーションが並び、句の味覚が味わえる。食彩館に出荷されている農産物のア
イテム数は年間総数100アイテムを超え、季節別にみると、最少の8月で約25アイテム、最多の冬では
30-40アイテムにのぼる。
生産者の出荷方法は生産者の裁量を重視した出荷方法をとっている(表12)。まず、出荷商品である
が、品目、数量ともに生産者の裁量に任され、地元で生産された農産物であるならば出荷制限を受け
ることはない。しかし、高齢化とともに重量野菜の生産・出荷数量が減少しているために、若い生産
者に対して、農協側がかぼちゃなどの重量野菜の生産を提案することがあるという。また、季節や天
候の都合で全く出荷されていない農産物があれば、市場から購入して補充する場合もあるという O
商品の陳列場所も生産者の裁量であるが、実際には先着順で決めるという O そのため、開庖の1時
間前の AM7・00から生産者が入口に並んで、搬入を待っている状況である。なお、商品が売り切れて
しまいそうな場合は、売り切れる前に従業員が生産者に追加搬入を要請することもあるという。
次に、価格設定についてであるが、これも生産者の裁量である。庖側が基準となる価格を提示する
が、基本的には生産者に任されている。生産者が、農産物販売を実践的に学ぶためでもある。ただし、
生産者聞の価格競争が激しくなるのを未然に防止するために、ある生産者が極端に低い価格を設定し
た場合、庖側が指導をすることになっている。これは、品質面でも同じである。購入する消費者が自
?
?
?
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表12 生産者(=出荷者)の出荷方法・出荷する際の規則
出荷商品 生産者の裁量 (JA職員が提案する場合もあり)
商品の陳列場所 生産者の裁量 (先に出荷した生産者に優先権)
商品の搬入時間 生産者の裁量 (ほとんどの組合員が開庖時までには搬入済み)
価格設定 -生産者の裁量
-目安となる価格をJA側が提示する(極端に偏った人には指示)
商品管理 -自己責任
-ある程度の出荷基準に満たないものは無断で撤去されることも
出荷条件 -直販センターで登録後、なおかつJAの許可が必要
規則 -出荷用帽子の着用
-他の商品を排除して自分の商品を陳列しない
-加工品表示は細心の注意を払うこと
農薬の確認 栽培履歴カード(自己申告)の提出の義務化
その他 -商品が完売する前に生産者に連絡し、追加搬入を頼む
-返品は受け付けている
-有機栽培を特別扱いはしていない
-時期や環境によって生産できない農産物は、庖側が市場から購入する
場合もある
資料.聴き取り調査 (2009年9月3日、 JA甘楽富岡営農部にて食彩館庖長)より筆者作成。
身で品質を確認するため、品質の劣る商品は売れ残る。品質をめぐる競争でもあるので、あまりにも
品質が悪い場合には、居側が無断で撤去することもあるO なお、農薬などの栽培上における管理は、
不定期ではあるが自己記入の栽培履歴カードで確認している。安全性を重視するために、栽培履歴を
一元的に管理したり、有機栽培農産物を推奨販売したりすることはない。
次にインショップについて見ていこう。インショップとは、 JA甘楽富岡の説明では「スーパーな
ど量販庖の中に入っている直売所」のことである。その最大の特撮は、「朝採り野菜」であるが、それ
に加えて手づくりのハムやウインナーソーセージ、ジ、エラート、生ジ、ユースなど、地域の農産・畜産
加工を幅広く提供している点にある。 JA管内のマーケットの規模が小さいため都心にインショップ
を作ることで生産を拡大している。また、 JA甘楽富岡は首都圏から高速道路で約 1時間という条件
にも恵まれていることもまたインショップの展開にとって有利で、ある。
インショップの取引は量販庖にもメリットがある。インショップが提供する新鮮そのものの朝どり
野菜の人気は高く、インショップの集客力によって、生鮮食料品の売上高が増加しているのである O
すでに述べたように、 JA甘楽富岡は60年代末から原木生椎茸を首都圏生協や量販庖に出荷してお
????
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り、この椎茸の取引がインショップ開始の契機となった。 ]A甘楽富岡がインショップの出庖を首都
圏の量販庖や生協庖舗に持ちかけ、その提案が受け入れられることでインショップが始まった。
1998年に、西友光が正庖内に設けられたインショップが最初である(表13)0 ]A甘楽富岡職員が西
友に「生しい茸」を売り込みに行ったのがきっかけだった。かつて、地域全体で養蚕50億円、コンニャ
ク30億円の売上があったのが、この時点では養蚕が1億円、コンニヤクが10億円にまで減少していた。
インショップは、そうした状況の中での新しい取り組みの一つであった。甘楽富岡地域が地域とし
て生き残る方向性を考える中で、多品種少量生産にシフトするという地域農業の方向性づくりに応じ
て消費者の声を反映させたインショップの仕組みを作り上げてきた。
その後、取引は順調に拡大する。 1999年にはコープ東京と、 2001年には東急ストアとの取引も開始
した。 2009年には取引庖舗数は、 40にまで増加した。しかしながら、庖舗別に見ると、全てが順調に
推移したわけではなく、撤退したケースも散見される。
表13 インショップ出眉の経緯
平成10年 .10月 -西友光ヶ丘庖(東京練馬区)取引を開始する。-集荷場の隅で出荷が始まる。
平成1年 .5月 -コープ東京の4庖舗と取引を開始する。-平成11年度終了時には取引庖舗が15となる。
平成12年 -新規出庖が続く。
-東急、ストアと取引を開始する。
平成13年 -平成13年度終了時には取引庖舗はおとなる。-生産者手取り最優先の図式が浸透し会員数も増加する。
-西友、コープ、東急の3グループの県内庖舗と取引をする。
.3月に西友みずほ!苫に関庖する。既存庖舗と違い、甘楽富岡専用売り場が
平成14年 できる。 135坪と非常に大きい。
-作物の白主検査を定期的に行い、会員に対し全体研修会を定期的に開催。
平成15年 -新規出庖が一段落する。産直が一般化し、販売競争が激化する。-一方、農薬規制で品目が増えない状況が続く。
-後継者会員にてインショップ青年部(非公式)を作り若い生産者同士の交
平成16年 流、情報交換の場とする。参加者は当初約30名。
-平成16年度終了時には取引庖舗数は29となる。
平成17年 -次年度からポジテイブリスト導入に伴う各地域の研修会を開催する。-この時点で取引庖舗数は32に増加する。
-ヤオコー取引開始。センター納品形式だが9庖舗対応。
平成18年 -取引庖舗数は41となる。
-農薬検査で不適切6件。(コープ自主検査と栽培履歴による)
. 5庖舗出庖するが、コープ若葉台から撤退する。みずほ庖では大幅減収。
平成19年 .9月の台風9号による甚大なる被害あり。 1月ぐらいまで被害継続。
(東陽町、熊谷、与野、東岩槻、南浦和出庖)
-原油高騰により、肥料、飼料、資財の高騰。
平成20年 -乳製品価格改正。-狭間、ヤオコーの2センターから撤退する。
-東急ストア北越谷庖に出庖する。
平成21年 .6月期 .7月期に単月で初の l億円突破。-取引庖舗数は40にまで増加する。 (11月現在)
資料:]A甘楽富岡の資料(通常総会提出議案書)より筆者作成。
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表14 出荷の概要
出荷時間 AM7:00~7:45 (AM8:00 配送便出発)
定休日 年中無休
手数料 農協手数料14.5% +販売促進費 0.5%に期間限定で農産物安全基金
0.5 %の計 15.5% 
庖舗側の手数料 (売上に対して) 27 ~30 % 
契約の種類 予約相対 量販庖側の全量買取
契約の時間 前週の金曜日にインショップの生産者(運営委員会に所属している
生産者)、農協の担当者、量販j吉の担当者が、翌週の月~日曜日まで
の 1週間に出荷する農産物の種類、量、価格を決定する。
買取方法 底舗側の全量買取
資料:r甘楽富岡の概要」より筆者作成。
インショップにおける取引は予約相対である(表14)。庖舗側の発注に応じた契約出荷であり、出荷
された商品については居舗測の全量買い取りである。つまり、インショップという形式ではあるが、
売れ残りのリスクについては、庖舗側が負担することになっている。
また、天候不順などによる生産数量の変動に対しては柔軟に対応している。農家に対しては年間栽
培計画を提出してもらい、出荷計画を立てている。しかしながら、それでも出荷数量を予定通りに確
保できない場合があり、出荷前日に ]A甘楽富岡が最終的な数量調整を実施する。または出荷数量に
達しない場合に、農家同士が協力しあいながら農産物を出荷する場合もあるという。
価格については庖舗価格、出荷数量を参考に事務局と庖舗側の交渉にて決定する。需要と供給の調
整についてはその都度対応し、庖舗側の特売などにも対応している。なお、庖舗の特売による減収分
については農家が平等に負担をしている。
買い取りの対象の農産物は、規格基準をクリアしていることが前提となる。クリアできない場合、
受け取りを拒否される。クリアできない農家に対して ]A甘楽富岡が指導する場合もある。なお、農
産物のパッケージは各農家が行っている。パッケージが農家によって異なり、そのことがインショッ
プの特徴ともなっている。パッケージの資材は一般的なホームセンターや]Aで購入されている O
出荷する際の注意事項は以下の通りである。
① 農薬の使用については必ず確認作業を実施する。
② 必ず栽培管理記録簿を提出する。未提出の場合、出荷は不可。
③ 出荷基準に満たない商品は事務局により無断で撤去。
④ 出荷時間については各出荷場所の決められた時間を厳守。
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作業時、出荷時ともに出荷帽子は必ず着用する。
商品の管理は自己責任。
伝票は数量、価格、庖舗番号など必要事項を正確に記入する。
加工品表示は必ず細心の注意を払い、不備の場合は出荷停止。
上記事項について問題が改善されない場合は運営委員会によって出荷停止とする。
??????
インショップの農産物は消費者にも人気があり、 ]Aから日に2回配送される唐舗もあるという。
前述のように、前週の金曜日に翌週の月曜日から日曜日までの 1週間に出荷する農産物の種類と数
量、価格を決定する。インショップの生産者(運営委員会に所属している生産者)、農協の担当者、量
販庖の担当者の交渉によるが、価格設定は庖舗価格が基準になるため ]Aや生産者の意向が受け入れ
られないこともあるという。農産物のグレードは唐毎に違いはないという O
手数料は、食彩館と同じく価格に対して農協手数料14.5%+販売促進費0.5%に期間限定で、農産物
安全基金0.5% を加えた計15.5%である。また居舗の手数料は27~30%である。唐舗でのレイアウト
は各眉舗または取引先に任せている。
インショップの出荷価格が市場の価格を下回ることはない。生産者の手取りの割合を見てみると、
生産者の収益は売価から農協と量販庖の手数料を除いた部分となる。出荷経費も市場出荷の約半分と
極力低くなるよう工夫されており、生産者の収益を優先している。一般的にセリを前提とした市場出
荷を行う場合、生産者の収益は小売価格の40%弱であることから、農家の手取り額は卸売市場よりイ
ンショップの方が明らかに高いことがわかる。
最後に輸送方法について触れると、まず富岡・下仁田・甘楽・妙義の集荷場に出荷され、その後富
岡の集荷場に集められる。そして各唐舗に配送される。輸送は外部業者に委託している。毎朝、 19台
のトラックが8 時に出発し、高速道路を使うことで各庖舗に 1 時間30分~3 時間ぐらいで到着する。
1台あたりの輸送コスさらに、出荷した農産物が夕方までに完売してしまう場合、追加発送される。
l台につき 2、トは 1日1台あたり約2万円である O 月に換算すると合計1， 000~1 ， 100万円かかる。
3庖舗の農産物を運んで、いる。
6)食彩館とインショップの現状と課題
まず食彩館の年間販売高を見ると、図6に示すように本庖の年間販売高は設立時から緩やかな波は
あるものの着実に上昇している。設立初年度は l億1，700万円の販売高であったが、 2007年には3億
3，100万円と11年間で約3倍にまで増加している。
もみじ平庖も 1億円を超えており、 2庖舗とも全国の直売所の年間平均売上高である 1億円を上
回っている。本庖に至ってはその2倍にも達している。このことから、食彩舘は全国的に見ても規模
の大きな直売所と言える。また、客数や客単価に関しても、本庖は 1日平均来客数が700人で客単価が
約1，139円、もみじ平庖は300人で1，058円である。
-28-
明治大学社会科学研究所紀要
2002年、もみじ平庖のすぐそばに大型フードショッピングモ}ルが建設されたことにより、もみじ
平庖の販売高は減少傾向にあるが、本庖の販売増により合計年問販売高は5，∞0万円ほどの変動はあ
るがほぼ横ばいを維持している。また、 2009年3月からは3庖舗目の下仁田庖も設立されて、食彩館
の販売高はより一層増加することが予想される。
表15からは、 JA甘楽富岡全体の農産物販売高に占める食彩館における比率が4-5%程度で、増
加傾向にあることがわかる。直売所形式の販売は、市場出荷に比べて数量の制限があるため、農協の
販売高の大半を占めることはない。それでも、 1999年度に4.5%であった食彩館の比率が、 8年後の
(単位:百万円)
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図6 各唐舗、庖舗合計の年間販売高の推移
資料・ 「甘楽富岡の概要Jより筆者作成。 ※下仁田庖は21年設立のためデータなし。
表15 農産物販売総額と食彩館の販売高とその割合
年度 1999年度 20∞年度 2001年度
農産物販売総額A 9，663，350 9，724，845 9，397，356 
食彩館全庖舗販売高 B 434，∞o 408，∞o 391.∞o 
食彩館の占める割合 B/A 4.5 % 4.2 % 4.2 % 
2∞3年度 2∞4年度 2∞5年度 2006年度
9，274，574 8，960，232 8，192，656 8，236，761 
440，000 438，000 401，000 414，000 
4.7 % 4.9 % 4.9 % 5.0 % 
資料:JA甘楽富岡の資料より筆者作成。 ※食彩館全庖舗売上は百万円以下四捨五入。
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2002年度
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2007年度
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2∞7年度は5.4%と0.9ポイン トの増加を見せている。農産物販売高総合計が徐々に減少を続けている
中、直売品の販売高は一度も減少を見せることなく上昇している。少なからず、 ]A甘楽富岡の農産
物販売高の増加に貢献していると言ってもいい。
次に直売組合員数の推移を見てみると、食彩館設立当初、組合員数は15名だ、ったが、支所別に食彩
館に関するプレゼンテーションを行った結果、 2009年9月時点で1.560名まで増加した(図7)。管内
の農業人口は男女合わせて13.872人である。 比較する年度が違うとはいえ、単純に計算して管内の農
業人口全体の約1.3%が食彩館の組合員である。これは、多くの農家が地場流通にかかわり、貢献し
ている結果といえる。
また、食彩館の組合員数の年齢別構成比を見ると、 60~70歳未満が全体の42.7% を占める (表16) 。
次いで、 50~60歳未満の23 . 2% 、 40~50歳未満の15 . 1 % 、 70~80歳未満も 15.0% を占めている 。 組合
員全体の58.3%が60歳以上である。これは、食彩館の設立当初に考えていた生産者のターゲ、ツ ト層と
一致している。全国的に農業者数が減少するなかで、高齢者が直販を通じて農業を続けられる環境が
整っていることは、農業活性化や耕作放棄地の解消に一役買うであろう。
(単位 :人)
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図7 食彩館の組合員数の推移
資料 ]A甘楽富岡の資料より筆者作成。
表16 食彩館・インショップの年齢別人数と構成比(平成12年度)
資料・JA甘楽富岡の資料より筆者作成。
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図8 インショップの売上高の推移
資料・ JA甘楽富岡の資料より筆者作成。
食彩館組合数同様、インショップの会員数は年々増加している。1998年の58人から、 2000年には248
人、 2009年には420名を数えるまでになった14
一方で図8に見るようにインショップの販売高は2006年をピークに伸び悩んでいる。新規就農者が
少なく、高齢化が進むために、インショップに出荷する量が増加しないことによる。小売側から要求
があっても新規出庖ができない状況にある O
順調に取引相手を増やしている一方で、 これまでに10庖舗が撤退しているという現実もある。理由
は取引相手先との意見の相違である。埼玉県を地盤とするスーパーであるヤオコーの場合、埼玉と群
馬県で、は商品が似通ってしまうこと、地元の農家を優先するということがあり、競争に勝つにはどう
しでも値段を安くしないといけなくなること、などからインショップの生産者の聞で不平等が生まれ
てしまう可能性があるため撤退をした。
7)生産者の評価
生産者の意識を確認するために、2009年9月3日から 5日にかけ、出荷者向けアンケート調査を行つ
た。サンプjレ数はイ ンショップに出荷している農家40名である。
生産者の性別割合では男性が7割以上を占めており、年代別では50代、 60代が多い(表17)。
インショップの収入別に見ると、 200~400万円のクラスが最も多く 32%であった (表18) 。 また、
この収入レベルが大きな比重を占めている。200万円未満も30%弱と多い。特に60代や70代になると、
30代に800万円以上が2名いる点は注目される。
14 2000年までのデータは iJA甘楽富岡がめざすものJr自然と人間を結ぶJ2001年7月号、農山漁村文化協会、 2001
年、 p.8を参照。 2009年のデータは筆者による聴き取り調査 (2009年9月3日)に基づく。
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表17 アンケート回答者の性別、年齢構成
男性
玄'1:
ム、雪白
ロロl
資料.筆者「出荷者向けアンケート調査 (2009年)Jより作成。
表18 年代別におけるインショップの収入分布
(単位:人)
200万円未満 200-400万円 400-600万円 600-800万円 800万円以上 合計
30代 O O l 2 4 
40代 l 2 O O O 3 
50代 2 5 4 13 
60代 5 3 2 O 1 1 
70代 3 l l 1 O 6 
1 (29%) 12 (32%) 7 (18%) 3 (8%) 4 (11%) 38 
資料:筆者「出荷者向けアンケート調査 (2009年)Jより作成。
表19 インショップの収入別農業従事年数
5年未満 5年以上10年未満10年以上20年未満 20年以上40年未満 40年以上 合計
200万円未満 O 2 6 10 
200-400万円 2 3 1 4 2 12 
400-600万円 O O l 4 2 7 
600-800万円 O O 2 O 1 3 
800万円以上 O I l 2 5 
合計 2 5 6 」ー 12 12 37 
資料:筆者「出荷者向けアンケート調査 (2009年)Jより作成。
このような生産者の農業従事年数を見ると、20年ないし40年以上の農業従事者が多い(表19)。特に、
200万円未満層では、 60%が40年以上と答えている。対照的に、 200万-400万円未満に5名の比較的従
事年数の少ない層が存在している。このように、実際には収入の少ない層には、新規参入あるいは従
事年数の少ない層とベテラン農家が混在していることになる。
インショップの取引相手庖舗数、インショップに参加している農家数(会員数)が伸びていること
から、基本的には生産者はインショップを評価していると推定される。
表20は、インショッフ。の収入水準別の自身の収入に対する満足度を表したものである。
3以上をとりあえずの合格点とするならば、 3以上は全体の約60%を占めている O 一方、 200万円未
満層については、半数以上が3を下回っている。明らかに満足と回答したのは1名だけである。
次に、 200万円未満層の従事年数40年以上の6名と200-400万円層の従事年数10年未満層の5名の
満足度の平均を見ると、ともに2.8と同じである。新規参入層と高齢者層で満足度に違いはみられな
かった。基準点である3点を下回っているだけに、意外と低い評価にとどまっている。
問題はインショップそのものへの評価である。表21は、インショップの収入水準別にみた農協の取
ヮ ?。?
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表20 インショップの収入別満足度
1 (不満) 2 3 4 5 (満足) 合計
200万円未満 4 2 4 1 11 
200~400万円 l 4 3 3 12 
400~600万円 1 4 l 6 
600~800万円 l 1 3 
800万円以上 2 l 5 
全宣一 7 8 14 5 3 37 
資料:筆者「出荷者向けアンケート調査 (2∞9年)Jより作成。
表21 農家の意向が農協の取り組みに反映されているか
(単位:人)
反映されている 反映されていない 合計
200万円未満 5 6 11 
200~400万円 5 7 12 
400~600万円 4 3 7 
600~800万円 3 O 3 
800万円以上 2 3 5 
合計 19 19 ~ 
資料:筆者「出荷者向けアンケート調査 (2009年)Jより作成。
り組みへの評価である。農協が農家の意向を反映させているかという設問に対する答えである O
農家の農協に対する評価は完全に分かれている。 38人中、「反映されている」と答えた農家は半分の
50%で、このような傾向は収入の水準別にみてもほぼ同様である。インショップにどの程度依存して
いるのか、という観点である。つまり、同じ収入の水準でも、インショップに依存している度合いに
よって評価が異なっていることが予想される。
しかしながら、結果はインショップへの依存率別にみても賛否は完全に分かれている。 20%、70%
と80%ともに「反映されている」と答えた生産者と「反映されていない」と答えた生産者がl名ずつ
である(図表は省略)。サンプル数に限界があるので断定はできないが、インショップへの依存率で評
価が異なるわけではないと考えられる。
なぜ評価が低いのか。残念ながら今回のアンケートからその要因をはっきりと導き出すことはでき
ない。生産者の評価は会員数の増加から判断して基本的には高いと考えられるが、農協の取り組みに
対しては改善の余地があることを示唆しているのではないだ、ろうか。
今後の経営方針としては、現状維持という回答が70%を占めた(図9)。労働力的に規模拡大には限
界があると考えている農家が多いことが窺える。一方で、後継者がいるという回答が過半数を占めて
いた(図10)。
以上の調査結果をまとめると、第一に農家にとって食彩館やインショップは働く場としてなくては
ならない存在になっている。第二に、農協の取り組みに対する評価は予想以上に厳しい。改善の余地
があることを示唆している。第三に、過半数の農家に後継者がいることから、直販活動が農家からー
?
〈?
? ?
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図9 今後の経営方針
資料:筆者「来客者向けアンケート調査 (2009年)Jょ
り作成。
定の評価を得ていることが推測される。
図10 後継者について
資料:筆者「来客者向けアンケート調査 (2009
年)Jより作成。
8)来客者の評価
さらに消費者の意識を分析するため、 2009年9月5日に来客者向けアンケート調査を行った。調査
方法は、食彩館3庖舗の出口において購入後の来客者に尋ねるというものである。有効回答数は101
で、そのうち男性35%、女性66%で、年代別にみると、 30歳代8%、40歳代4%、50歳代38%、60歳
代34%、70歳代15%、未回答2%であった。庖舗別の回答数は、食彩館本庖が55、もみじ平庖が24、
下仁田庖が22である。
まず、確認しておきたいことは来客者の地域別割合である。今回のアンケートでは、管内に住む人
を地元住民とし、それ以外の群馬県住民を近隣住民とし、その他の地域から訪れた人を観光客と設定
した。本庖は55人中51人が地元住民、 3人が近隣住民、観光客が1名であった。また、もみじ平庖は
24人中23人が地元住民、 1人が近隣住民となった。最後に、下仁田庖では22人中11人が地元住民、残
りの11人が観光客であることがわかった。やはり、下仁田屈は高速道路に面していることもあって、
観光客が50%を占めている O しかし、全体からみると、地元住民が来客者の84%と大半を占めている
ことが分かる(図11)。
アンケート調査の「食の安全を意識していますかJという聞いに対して、 92%が意識していると答
え、「生産者の顔の見える野菜は安全だと思いますか」の質問には、 87%が「思う」と答えている。こ
の結果から、食彩館には安全意識の高い人が来客者になっているということが読み取れる。しかし、
図12の「食彩館で野菜を購入する理由」という質問では、食彩館で野菜を買う理由は「新鮮さjが42%、
「価格が安いから」が39%と2つの理由が大きく占め、それに続いて「安全性」は9%という結果になっ
た。
「新鮮さ」という回答が多かったのは、もちろん実際新鮮であるのに加えて、来客者には「直売所=
朝採り=新鮮」という意識があるように思われる。一方、価格に関しては包装資材、運送費、市場手
数料などの経費を削減できるため、明らかに一般スーパーよりも安い。
??
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近所だか
ら7%
安全性
9% 
図1 来客者の地域別割合 図12 食彩館で購入する理由
資料:筆者「来客者向けアンケート調査 (2009年)Jよ 資料:筆者「来客者向けアンケート調査 (2009年)Jより作
り作成。 成。
一方で、安全意識は高いのに食彩館に安全性を求めて来庖する来客者は少ない。もちろん先に述べ
たように、出荷される商品にはすべて生産者の名前入りのバーコードが貼付されていて、生産者の顔
が見える野菜にはなっている。では、なぜ、食彩館の農産物に安全性を求めないのであろう。
その理由の lつとして挙げられるのが、商品に生産者の名前治宝貼付されているほかは、安全・安心
対策が皆無である点だ。有機野菜の特別扱いは無く、農薬の使用についても生産者個人にほぼ任され
ており、庖側も特別な対策をとっているわけではない。 2つ目として、甘楽富岡地域は農業が主な産
業であるため、地元住民にとって農業は近い存在にあることだ。だから、農薬を全く使わない農産物
が必ずしも良い商品だとは言い切れないと認識している。実際に消費者の中には「日本のように狭い
農地で全く農薬がかからないなんてことは不可能に等しく、少量の農薬は品質を維持するのには必要
だ」という答えもあった。
次に、食彩館の地域密着性について来客者向けアンケートから読み取る。その際、地域住民にどの
くらい食彩館が浸透しているかを地域密着度の1つの指標として考えたい。直売所が地域に浸透して
いればいるほど、リピーターが増え経営的にも安定が図れ、今ある地場流通の勢いを長く持続できる
ことにつながる。なお、ここでの地域住民とは前述の地元住民と近隣住民のことを指す。
まず、図13から地域住民が食彩館に来る頻度からみてみる。結果は、「週3-4Jが全体の57%とI
番多い回答となった。次いで、、「週1-2Jの19%、「月 3-4Jの7%、「毎日」の6%、「月1，2回」
の6%、「数か月に l回」の4%、最後に「初めて」が1%という結果になった。このことから、週l
回以上来庖する割合が全体の82%を占め、平均で週2.85回に達した。全国的に見た一般的な買い物の
頻度は、平均約週4.7回である。このことから、買い物の半分は食彩館であるといえる。
また、「普段どこで野菜を購入しているか」という質問の結果が図14である。食彩館での出口調査で
あったため、若干偏りはあるが、 89人中82人の人が「食彩館」で普段買い物をしていると回答した。
続いて、 51人が「スー パー 」、 28人が「自家農園」、 10人が「生協Jと答えた。この結果から、多くの
来客者が「食彩館」と「スーパー」を使い分けている。また、意識の高い一部の消費者は自家農園で
??? ?
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図13 食彩館に来る頻度 図14 普段どこで野菜を購入しますか
資料:筆者「来客者向けアンケート調査 (2009 資料.筆者「来客者向けアンケート調査 (2∞9年)Jより作成。
年)Jより作成。
補えない分を食彩館で買い求めているようである。この2つのアンケート結果から、食彩館は地域住
民の生活に密着しているといえる。
9)事例分析のまとめ
以上から、 ]A甘楽富岡の多様な販路開拓は農協職員と生産者の努力の結果、成果をあげていると
評価できる。インショ ップ、食彩館の売上は一部で停滞する傾向がみられるが、農業生産自体が縮小
傾向にあることを考慮すれば、評価に値すると判断できる。インショップや食彩館の会員数が増加し
ていることからも明らかである。また、インショップの契約庖舗数が増加していることも評価する根
拠となるであろう。
直売比率は17%であり、それに総合複合相対取引等を加えれば、重要な販路となっていることは確
実である。市場出荷で売れ残りリスクを回避しながらも、より多くの利益を生産者に還元するという
目的は達成できているのではないか。
ただし、生産者の評価は意外にも低い。インショ ップの生産者に限定したアンケ トー調査で、サン
プル数も限定されているが、インショップの収入が低い層を中心に、一定の不満が存在していること
も事実である。これがどのような要因によるものなのか、今回の調査では明らかにできなかったが、
改善の余地があると判断できるのではないだろうか。この点については、さらに掘り下げていきたい。
地域農業への貢献については、今回の調査だけでは必ずしも明らかにならないが、 2点指摘するこ
とができる。まず、 ]A甘楽富岡の販路の多様化は営農における野菜を中心とする少量多品目への転
換と連動している。その意味では、インショップや食彩館の成果は、営農の成果でもあるといえる。
また、直売部門は、生産者に不満はあるものの、高齢者や新規参入者にとっての格好の販路であるだ
けに、多様な生産者を育成に貢献していることになる。
最後に、地産地消としての役割である。食彩館は、基本的には地元の消費者によって支えられてい
る。直売所の役割としては観光客向けの販売ということも含まれるが、食彩館は確実に地元の農産物
? ????
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の地元消費の場となっている。その意味では、地元の農産物の販路として確立しつつ、地元消費者の
地元農産物へのアクセスを提供しているのである。
以上のように、 ]A甘楽富岡の少量多品目戦略と多様な販路開拓は、様々な可能性を秘めつつも、さ
らに発展する余地もあると考えられる。
4.まとめ
本稿では、まず地方中心都市と周辺農村の現状と問題点を、従来のように都市側ではなく、農村側
から見てきた。そして、集落または小学校区単位での交流活動、農産物の直売および地場流通という、
農村ならではの資源、を活かした活動を分析してきた。
事例調査の対象とした栃木県茂木町、群馬県甘楽富岡地域は、いずれも農業地帯区分で言えば中山
間地域ではあるが、中小都市あるいは中核都市を30km圏内にもつ「普通の農村」でもある。 ]R宇都
宮駅から茂木町までの幹線道路沿いにはしばらく量販庖やパチンコ屋、派手な看板が立ち並び、「ああ、
ここでも」と嘆息するような「ファスト風土j的風景が続く。だが、茂木に近づくにつれ、整然と耕
された田んぼ、収穫期には稲の束を竿に干した「おだかけ」が目に入り、家々の前や道路際に植えら
れた季節の花々に心を癒やされる。長年住んでいる人たちにとってはおそらく当たり前のものであ
り、生活そのものなのであろう。
茂木のそばレストラン「まぎの」の居主は1965年頃、宇都宮から牧野集落に嫁いで、きたとき、あま
りの寒村ぶりに戸惑ったという。その後、仕事の都合で夫婦ともに宇都宮で暮らすようになり、茂木
の家には葬式や法事でもなければ立ち寄ることもなくなっていた。牧野集落は那珂川に架かる大瀬橋
を渡ってすぐの所にあるが、その大瀬橋を渡るたびに田んぼや畑が次第に荒れ果てていくのが気がか
りだ、ったという。 2000年の夫の定年退職を契機にUターンを決意し、役場の担当者の勧めにより、耕
作放棄地にそばを植え、そばうちを行う交流活動やそばレストランの経営を引き受けることになった。
雑草が生い茂り欝蒼としていた風景は一変した。いまでは、よく手入れされたそばや野菜の畑が広が
り、その向かいには新規就農者によるアスパラガ、スのハウスまであり、明るい。
本稿は、地方都市および周辺農村が生活圏としての一体性を失いかけているという現状認識のもと
に、その一体性の回復や形成のために農村側の視点、農村固有の地域資源の活用がどのように関わり
うるのかという課題を設定した。その課題に即して事例調査の結果を考察すると、まず、両事例とも
地域資源の活用を行い、都市住民や消費者の関心を集めることには成功しているものの、その活動開
始当初は農家や住民自らの発意によるもので、はなかった。茂木町では確かに集落独自の資源の発見、
その活用方法の模索がUターン者を中心に積極的に行われているが、ほとんどは町役場がお膳立てし
たものであった。また、甘楽富岡の直販やインショップも、 ]Aの強力な主導なくしては実現しなかっ
た。
そして両事例ともに、当初は必ずしも乗り気ではなかった農家や住民が、それぞれ固有の地域資源
?
?
?
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を活かした特徴ある、農村ならではの活動を続けるうちに、都市住民や消費者からの「まなざし」を
意識し、またそれに応えることによって、自らの土地にある資源の価値に気づかされていった。その
ことは、たとえ田舎の小さな町でも、否、田舎の小さな町だからこそ「やればできる」という成功体
験や自信につながり、地域社会を次世代に継承していく上でも重要であろう。
とはいえ、地域資源の活用、都市住民との交流、直売、いずれも単発で終わるのではなく、絶え間
なく更新され、継続していかなければ意味がない。この点に関して、たとえば茂木町では、現在、集
落毎に行っている資源活用や商品化を連携させ、茂木町全体としてのイメージ形成、いわば地域ブラ
ンド化を行う必要がある。また、甘楽富岡の場合は、 ]Aの直売所である食彩館、インショップとも
に、地元住民のさらなる需要に応えるためには、生産者の意向を詳細に把握して、価格設定や集出荷
方法を改善していく余地があるだろう O 両事例ともに担い手の高齢化や労力不足の問題を抱えている
ことは言うまでもない。
茂木町の事例では近隣の真岡市、宇都宮市との関係、甘楽富岡の事例では甘楽郡の町村と富岡市、
あるいは高崎市との関係がどのような現状にあるのかを、とくに雇用や消費の面で実証し、地方都市
と周辺農村の「相互補完的な関係」について考察することが今後の課題として残されている。
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